
人

異
事

動
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課
長
級
以
上
の
異
動
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

◎
部
長
級

▼
政
策
監

松
森
徹

▼
保
健
福
祉
部
長
兼
社
会
福
祉

事
務
所
長

前
川
紘
一
郎

▼
産
業
部
長

土
家
秀
幸

▼
市
民
環
境
部
長

樋
上
近
雄

▼
建
設
部
長

藤
田
英
徳

▼
水
道
部
長

難
波
義
孝

▼
消
防
長

関
攝
夫

▼
教
育
次
長

浅
沼
節
夫

◎
次
長
級

▼
総
務
部
次
長
兼
税
務
課
長

三
宅
正
吉
　
▼
市
民
環
境
部
次

長
兼
環
境
課
長
兼
斎
場
長
兼
一

般
廃
棄
物
最
終
処
分
場
長
兼
吉

備
路
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
長

平
盛
重
　
▼
市
民
環
境
部
次
長

兼
市
民
課
長

山
本
勉
　
▼
保

健
福
祉
部
次
長
兼
福
祉
課
長

松
尾
一
夫
　
▼
産
業
部
次
長
兼

商
工
観
光
課
長
兼
労
働
福
祉
会

館
長

長
江
章
行
　
▼
清
音
支

所
長

内
田
靖
彰
　
▼
消
防
本

部
次
長
兼
消
防
署
長

尾
脇
勇

▼
建
設
部
次
長
兼
土
木
課
長

水
子
悟
　
▼
水
道
部
次
長
兼
下

水
道
課
長

浅
田
憲
一
　
▼
水

道
部
次
長
兼
上
水
道
課
長

小

田
求
　
▼
消
防
本
部
次
長
兼
予

防
課
長

小
野
安
幸
　
▼
教
育

委
員
会
参
事
兼
総
社
東
学
校
給

食
共
同
調
理
場
所
長

本
行
惠

二
　
▼
教
育
委
員
会
参
事
兼
文

化
課
長
　
守
安
正
道

◎
課
長
級

▼
総
務
部
財
政
課
長

難
波
敏

文
　
▼
総
務
部
財
政
課
主
幹

山
下
剛
　
▼
総
務
部
契
約
管
財

課
長

石
山
孝
一
　
▼
総
務
部

契
約
管
財
課
主
幹
兼
主
任
検
査

員

長
櫓
弘
文
　
▼
市
民
環
境

部
市
民
課
主
幹
兼
お
客
様
サ
ー

ビ
ス
係
長

川
原
玲
子
　
▼
保

健
福
祉
部
健
康
づ
く
り
課
長
兼

保
健
セ
ン
タ
ー
館
長

服
部
浩

二
　
▼
保
健
福
祉
部
こ
ど
も
課

長

中
山
和
代
　
▼
保
健
福
祉

部
介
護
保
険
課
長

林
圭
一

▼
産
業
部
商
工
観
光
課
主
幹
兼

観
光
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
係
長
兼
企

業
誘
致
対
策
室
主
幹

三
上
周

治
　
▼
建
設
部
地
域
応
援
課
長

福
田
靖
雄
　
▼
建
設
部
土
木
課

主
幹
兼
工
務
係
長

堀
達
人

▼
水
道
部
上
水
道
課
主
幹
兼
業

務
係
長

尾
崎
啓
一
　
▼
会
計

管
理
者
兼
会
計
課
長

福
元
艶

子
　
▼
消
防
本
部
庶
務
課
長

佐
田
明
　
▼
消
防
本
部
警
防
課

長

出
原
巧
　
▼
消
防
署
長
代

理

東
志
津
夫
　
▼
消
防
署
副

署
長

若
林
一
夫
　
▼
消
防
署

昭
和
出
張
所
長

渡
邊
公
好

▼
消
防
署
西
出
張
所
長

光
畑

敏
人
　
▼
教
育
委
員
会
学
校
教

育
課
長

片
岡
正
喜
　
▼
教
育

委
員
会
学
校
教
育
課
主
幹

糸

島
耕
太
郎
　
▼
教
育
委
員
会
学

校
教
育
課
主
幹

森
木
浩
介

▼
教
育
委
員
会
生
涯
学
習
課
長

中
村
進
　
▼
総
務
部
総
務
課
主

幹

新
谷
秀
樹
　
▼
産
業
部
農

林
課
主
幹
兼
耕
地
係
長

鳥
越

正
裕
　
▼
産
業
部
企
業
誘
致
対

策
室
長

葛
原
隆
二
　
▼
消
防

本
部
予
防
課
主
幹

山
田
政
弘

▼
消
防
署
副
署
長

上
野
伸
司

▼
消
防
署
副
署
長

瀬
尾
弘
行

▼
議
会
事
務
局
次
長

岡
本
武

司

■
不
妊
治
療
の
場
合

次
の
条
件
を
満
た
す
人
が
対

象
で
す
。

▼
第
１
子
に
限
ら
な
い
　
▼
岡

山
県
不
妊
治
療
支
援
事
業
の
交

付
決
定
さ
れ
た
人
　
▼
法
律
上

の
婚
姻
を
し
、
助
成
金
の
申
請

日
に
総
社
市
に
夫
婦
の
い
ず
れ

か
、
ま
た
は
両
者
が
１
年
以
上

住
所
が
あ
る
　
▼
対
象
者
と
世

帯
員
に
市
税
の
滞
納
が
な
い

▼
夫
婦
の
前
年
の
所
得
合
計
額

が
７
３
０
万
円
未
満

助
成
額

岡
山
県
（
岡
山
市
、

倉
敷
市
を
含
む
）
の
助
成
額
を

除
い
た
額
の
半
分
以
内
。
１
回

当
た
り
１０
万
円
が
限
度
で
、
１

年
度
あ
た
り
２
回
ま
で

手
続
き
に
必
要
な
も
の

不

妊
治
療
助
成
金
給
付
申
請
書
、

不
妊
治
療
実
施
証
明
書
、
世
帯

全
員
の
住
民
票
（
外
国
人
は
外

国
人
登
録
原
票
記
載
事
項
証
明

書
）、
岡
山
県
不
妊
治
療
支
援

事
業
承
認
通
知
書
の
写
し

■
不
育
治
療
の
場
合

次
の
条
件
を
満
た
す
人
が
対

象
で
す
。

▼
第
１
子
に
限
る
　
▼
法
律
上

の
婚
姻
を
し
、
１
年
以
上
の
夫

婦
　
▼
不
育
治
療
開
始
か
ら
申

請
ま
で
の
間
、
夫
婦
と
も
に
総

社
市
に
住
所
が
あ
る
　
▼
対
象

者
と
世
帯
員
に
市
税
の
滞
納
が

な
い
　
▼
夫
婦
の
前
年
の
所
得

合
計
額
が
７
３
０
万
円
未
満

助
成
額

１
人
１
年
度
に
つ

き
３０
万
円
が
限
度
。
対
象
者
の

通
算
の
助
成
額
が
１
５
０
万
円

を
超
え
な
い
範
囲
ま
で

手
続
き
に
必
要
な
も
の

不

育
治
療
助
成
金
給
付
申
請
書
、

不
育
治
療
実
施
証
明
書
、
戸
籍

謄
本
（
外
国
人
は
外
国
人
登
録

原
票
記
載
事
項
証
明
書
）、
夫

と
妻
の
所
得
証
明
書
、
健
康
保

険
証
の
写
し

●
●
●
●
●
●
●

助
成
の
条
件
で
、
い
ず
れ
も

治
療
を
受
け
る
医
療
機
関
が
限

定
さ
れ
て
い
ま
す
。
詳
し
く
は

こ
ど
も
課
で
お
尋
ね
く
だ
さ

い
。

不
妊
・
不
育
症
の
治
療
費
を
助
成

問
い
合
わ
せ
　
こ
ど
も
課
母
子
保
健
係
（
1
(2
８
２
６
１
）

子子子子育育育育てててて支支支支援援援援４
月
１
日
付
け
の
人
事
異

動
を
発
令
。
異
動
総
数
は
２

２
７
人
で
、
約
４
割
の
職
員

が
異
動
し
ま
し
た
。

保
健
福
祉
部
長
に
は
、
内

閣
府
キ
ャ
リ
ア
の
前
川
紘
一

郎
さ
ん
を
起
用
。
前
川
さ
ん

は
、
福
岡
県
出
身
の
３２
歳
。

平
成
１４
年
４
月
内
閣
府
に
入

庁
。
３
月
ま
で
男
女
共
同
参

画
局
推
進
課
の
課
長
補
佐
。

ま
た
、
障
が
い
者
雇
用
対

策
を
実
施
す
る
た
め
の
担
当

職
員
を
配
置
。
係
長
級
に
は

４
人
の
女
性
職
員
を
登
用
し

ま
し
た
。
う
ち
１
人
は
内
閣

府
に
派
遣
で
す
。

３
月
３１
日
付
け
の
退
職
者

２９
人
（
帰
任
な
ど
を
含
む
）
に

対
し
、
即
戦
力
ル
ー
キ
ー
枠

で
募
集
し
た
２
人
を
は
じ

め
、
一
般
職
、
土
木
技
師
、

保
健
師
、
保
育
士
、
消
防
職

員
、
幼
稚
園
教
諭
の
２５
人
を

新
規
採
用
。
４
月
１
日
現
在

の
職
員
総
数
は
５
５
９
人
。

前川紘一郎保健福祉部長

新採用職員に辞令を交付

不
妊
症
や
不
育
症
（
妊
娠
は
す
る
が
流
産
を
繰
り
返
す
）
の
た
め
、
子
ど
も
を

も
つ
こ
と
が
困
難
な
夫
婦
に
対
し
、
平
成
２３
年
４
月
１
日
以
降
に
治
療
開
始
と
な

っ
た
人
の
治
療
費
の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。

●ＮＨＫ受信料が全額免除されている世帯
対象 次のいずれかに該当する世帯。▼身体障
害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の
いずれかを受けた人の属する世帯で、世帯全員が
市民税非課税の場合　▼生活保護などの公的扶助
を受けている世帯　
手続きに必要なもの ＮＨＫ放送受信料全額免
除証明書、印かん、手帳（所持している場合）
その他 訪問して簡易チューナーを設置し、操

作説明や屋外アンテナの無償改修も行う
問い合わせ 福祉課障がい福祉係（1９２－８２６９）

●世帯全員が市民税非課税の世帯
条件 ＮＨＫとの放送受信契約が必要
その他 簡易チューナーは配送されます
手続きに必要なもの　世帯全員が記載された住
民票の写しと市民税非課税証明書
問い合わせ 企画課企画調整係（1９２－８２１３）

アナログ放送終了まであとわずか

まだの人はお急ぎください
７月２５日からは地上デジタル放送のみに

保
健
福
祉
部
長
に
キ
ャ
リ
ア
を
起
用

ＮＨＫ受信料が全額免除されている世帯か、世帯全員が市民税非課税で
ある場合、地上デジタル放送用の簡易チュ－ナーが無償で提供されます。〔簡易チューナー無償提供〕


